
障害者雇用率制度の概要

○ 障害者雇用率制度とは

身体障害者及び知的障害者について、一般労働者と同じ水準

において常用労働者となり得る機会を与えることとし、常用労

働者の数に対する割合（障害者雇用率）を設定し、事業主等に

障害者雇用率達成義務を課すことにより、それを保障するもの

である。

○ 一般民間企業における雇用率設定基準

以下の算定式による割合を基準として設定。

身体障害者及び知的障害者である常用労働者の数
＋ 失業している身体障害者及び知的障害者の数

障害者雇用率 ＝
常用労働者数 ＋ 失業者数 － 除外率相当労働者数

※ 短時間労働者は、１人を０．５人としてカウント。

※ 重度身体障害者、重度知的障害者は１人を２人としてカウント。ただし、短時間

の重度身体障害者、重度知的障害者は１人としてカウント。

※ 精神障害者については、雇用義務の対象ではないが、各企業の実雇用率の算定

時には障害者数に算入することができる。

○ 特殊法人、国及び地方公共団体における障害者雇用率

一般の民間企業の障害者雇用率を下回らない率をもって定め

ることとされている。

（参考） 現行の障害者雇用率

＜民間企業＞

一般の民間企業 ＝ 法定雇用率 １．８％
特殊法人等 ＝ 法定雇用率 ２．１％

＜国及び地方公共団体＞

国、地方公共団体 ＝ 法定雇用率 ２．１％
都道府県等の教育委員会 ＝ 法定雇用率 ２．０％



事業主のみなさまへ 

すべての事業主は、法定雇用率以上の割合で障害者を雇用する義務があります（障害者雇用

率制度）。この法定雇用率が、平成25年４月１日から以下のように変わります。 

事業主の皆さまは、ご注意いただきますようお願いいたします。 

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク 

平成25年４月１日から 

障害者の法定雇用率が引き上げになります 

事業主区分 
法定雇用率 

現行 平成25年４月１日以降 

民間企業 1.8％ ⇒ 2.0％ 

国、地方公共団体等 2.1％ ⇒ 2.3％ 

都道府県等の教育委員会 2.0％ ⇒ 2.2％ 

  障害者雇用率制度とは･･･ 
 
 「障害者の雇用の促進等に関する法律」では、事業主に対して、その雇用す 

る労働者に占める身体障害者・知的障害者の割合が一定率（法定雇用率）以上 

になるよう義務づけています（精神障害者については雇用義務はありませんが、

雇用した場合は身体障害者・知的障害者を雇用したものとみなされます）。 
 
 この法律では、法定雇用率は「労働者※の総数に占める身体障害者・知的障害

者である労働者※の総数の割合」を基準として設定し、少なくとも５年ごとに、

この割合の推移を考慮して政令で定めるとしています。今回の法定雇用率の変更

は、同法の規定に基づくものです。           ※失業中の人も含みます。 

   従業員50人以上５６人未満の事業主のみなさまは特にご注意ください。 ご注意！ 

今回の法定雇用率の変更に伴い、障害者を雇用しなければならない事業主の範囲が、 

従業員56人以上から50人以上に変わります。 

また、その事業主には、以下の義務があります。 

 ◆ 毎年６月１日時点の障害者雇用状況をハローワークに報告しなければなりません 

 ◆ 障害者雇用推進者※を選任するよう努めなければなりません 

※障害者雇用推進者の業務 

• 障害者の雇用の促進と継続を図るために必要な施設・設備の設置や整備 

• 障害者雇用状況の報告 

• 障害者を解雇した場合のハローワークへの届け出          など 

(ＬＬ２４０６２０障０１) 



詳しくは、都道府県労働局、ハローワークへお問い合わせください。 

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク 

障害者雇用 Ｑ＆Ａ 

Ｑ１． なぜ障害者雇用を進める必要があるのでしょうか？ 

Ａ１． 障害者雇用を進めていく根底には、「共生社会」実現の理念があります。障害者が 

ごく普通に地域で暮らし、地域の一員として共に生活できる社会を実現するためには、

職業による自立を進めることが重要です。 

   なお、障害者雇用率制度に基づく雇用義務を履行しない事業主は、法律に基づき、雇

入れ計画作成命令などの行政指導を受けるとともに、その後も改善が見られない場合、

企業名が公表されます。 

Ｑ２． 障害者はどのような仕事に向いているのでしょうか？ 

Ａ２． 「障害者に向いている仕事」「向いていない仕事」というものはなく、一人ひとりの

障害状況やスキルの習得状況、本人の希望・意欲に応じて、事務、販売、製造からシス

テムエンジニアなどの専門職までさまざまな職種で雇用されています。 

  （参考）障害者雇用事例リファレンスサービス  http://www.ref.jeed.or.jp/ 

Ｑ３． 障害者雇用納付金の取り扱いはどうなるのでしょうか？ 

Ａ３． 障害者雇用納付金制度※においても、平成25年４月１日から新しい法定雇用率が適用

されます。従って、平成26年４月１日から同年５月15日までの間に申告していただく

分（平成25年４月から平成26年３月までの申告対象期間）から新しい法定雇用率で算

定していただくことになります。 
 
  ※ 障害者雇用納付金制度とは･･･ 

     法定雇用率を下回っている事業主（従業員200人超）から、法定雇用障害者数に不足する人数に応じて

納付金を徴収し、それを財源に法定雇用率を上回っている事業主に対して障害者雇用調整金、報奨金、

各種の助成金を支給する制度です。 

  障害者を雇用するには、作業施設・設備の改善や職場環境の整備など、経済的負担が伴います。この

納付金制度は、障害者を多く雇用している事業主の経済的負担を軽減し、事業主間の負担の公平を図り

つつ、障害者雇用の水準を高めることを目的としています。 

Ｑ４． 障害者を雇用する場合に活用できる支援制度はありますか？ 

Ａ４． 障害者雇用のための各種助成金や職場定着に向けた人的支援など、さまざまな支援 

制度をご利用いただけます。まずは事業所管轄のハローワークにご相談ください。 

    ＜利用可能な支援の例＞ 

     ○障害者雇用に関する各種相談、職業紹介  ハローワーク 

     ○職場定着支援、事業主への助言     地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター 

     ○各種助成金  ハローワーク、高齢・障害・求職者雇用支援機構 

  （参考）厚生労働省ホームページ 

   トップページ「分野別の政策」 ＞雇用・労働 ＞雇用 ＞施策情報「障害者雇用対策」  

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/shougaishakoyou/ 



除外率制度について

１ 障害者雇用促進法では、障害者の職業の安定のため、法定雇用率を設定して
いる。
現在の民間事業主の法定雇用率・・・１．８％

２ 一方、機械的に一律の雇用率を適用することになじまない性質の職務もあること
から、障害者の就業が一般的に困難であると認められる業種について、雇用する
労働者数を計算する際に、除外率に相当する労働者数を控除する制度（障害者
の雇用義務を軽減）を設けていた。
除外率は、それぞれの業種における障害者の就業が一般的に困難であると認

められる職務の割合に応じて決められていた。

３ この除外率制度は、ノーマライゼーションの観点から、平成14年法改正により、
平成16年４月に廃止した。
経過措置として、当分の間、除外率設定業種ごとに除外率を設定するとともに、

廃止の方向で段階的に除外率を引き下げ、縮小することとされている（法律附則）。

４ 平成16年４月、一律に10ポイントの引下げを実施した（現在の率は別紙のとお
り）。
平成21年度中に更なる引下げを行う方向で検討していたが、昨今の経済情勢

を踏まえ、平成22年７月に一律に10ポイントの引下げを実施。



<見直し後の除外率設定業種及び除外率>

除外率設定業種

除外率

改正前 改正後
（Ｈ22.7～）

・有機化学工業製品製造業 ・石油製品・石炭製品製造業
・輸送用機械器具製造業（船舶製造・修理業及び船用機関製造業を除く。）

５％ → ０％

・その他の運輸に附帯するサービス業（通関業、海運仲立業を除く。） ・電気業 ・郵便局 １０％ → ０％

・非鉄金属製造業（非鉄金属第一次製錬精製業を除く。） ・倉庫業
・船舶製造・修理業、船用機関製造業 ・航空運輸業
・国内電気通信業（電気通信回線設備を設置して行うものに限る。）

１５％ → ５％

・窯業原料用鉱物鉱業（耐火物・陶磁器・ガラス・セメント原料用に限る。） ・その他の鉱業
・採石業、砂・砂利・玉石採取業 ・水運業

２０％ → １０％

・非鉄金属第一次製錬・精製業
・貨物運送取扱業（集配利用運送業を除く。）

２５％ → １５％

・建設業 ・鉄鋼業 ・道路貨物運送業 ・郵便業（信書便事業を含む。） ３０％ → ２０％

・港湾運送業 ３５％ → ２５％

・鉄道業 ・医療業 ・高等教育機関 ４０％ → ３０％

・林業（狩猟業を除く。） ４５％ → ３５％

・金属鉱業 ・児童福祉事業 ５０％ → ４０％

・特殊教育諸学校（専ら視覚障害者に対する教育を行う学校を除く。） ５５％ → ４５％

・石炭・亜炭鉱業 ６０％ → ５０％

・道路旅客運送業 ・小学校 ６５％ → ５５％

・幼稚園 ７０％ → ６０％

・船員等による船舶運航等の事業 ９０％ → ８０％
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「特例子会社」制度の概要 

 

障害者雇用率制度においては、障害者の雇用機会の確保（法定雇用率＝1.8％）は

個々の事業主（企業）ごとに義務づけられている。 

一方、障害者の雇用の促進及び安定を図るため、事業主が障害者の雇用に特別の配

慮をした子会社を設立し、一定の要件を満たす場合には、特例としてその子会社に雇

用されている労働者を親会社に雇用されているものとみなして、実雇用率を算定でき

ることとしている。 

また、特例子会社を持つ親会社については、関係する子会社も含め、企業グループ

による実雇用率算定を可能としている。 

 

 

 

 

○ 特例子会社認定の要件  

(1) 親会社の要件 

○ 親会社が、当該子会社の意思決定機関（株主総会等）を支配していること。 

               （具体的には、子会社の議決権の過半数を有すること等） 

(2) 子会社の要件 

① 親会社との人的関係が緊密であること。 （具体的には、親会社からの役員派遣等） 

②  雇用される障害者が５人以上で、全従業員に占める割合が20％以上であること。 

また、雇用される障害者に占める重度身体障害者、知的障害者及び精神障害者の割合

が30％以上であること。 

③ 障害者の雇用管理を適正に行うに足りる能力を有していること。 

            （具体的には、障害者のための施設の改善、専任の指導員の配置等） 

④ その他、障害者の雇用の促進及び安定が確実に達成されると認められること。 

 

 

 
 
              親会社 
 

・意思決定機関の支配 

          

 
     関係会社    ・意思決定機関の支配     関係会社 

 ・役員派遣等 
       ・営業上の関係、                  

     出資関係又は                   

      役員派遣等 
 
 
                     特例子会社 
 

 → 関係会社を含め、グループ全体を親会社に合算して 

実雇用率を算定 

    平成2３年５月末現在 1４２グループ 

 
        

親会社 
 
 
 

・意思決定機関の支配 

             ・役員派遣等  

 

 

 

特例子会社 

 

→ 特例子会社を親会社に合算して 

   実雇用率を算定 

 

 平成2３年５月末現在 ３１８社 

〔特例子会社制度〕 〔グループ適用〕 （平成 14 年 10 月から施行） 
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○ 特例子会社によるメリット  

(1) 事業主にとってのメリット 

○ 障害の特性に配慮した仕事の確保・職場環境の整備が容易となり、これにより障害者

の能力を十分に引き出すことができる。 

○ 職場定着率が高まり、生産性の向上が期待できる。 

○ 障害者の受け入れに当たっての設備投資を集中化できる。 

○ 親会社と異なる労働条件の設定が可能となり、弾力的な雇用管理が可能となる。 

(2) 障害者にとってのメリット 

○ 特例子会社の設立により、雇用機会の拡大が図られる。 

○ 障害者に配慮された職場環境の中で、個々人の能力を発揮する機会が確保される。 

 

 

 

 

 

○ 特例子会社における雇用状況（各年６月１日現在）  

 

  14.6.1 15.6.1 16.6.1 17.6.1 18.6.1 19.6.1 20.6.1 21.6.1 22.6.1 

 特例子会社数 119 129 153 174 195 219 242 265 283 

 障害者数 

(重度ダブルカウント) 
5,376 5,760 6,861 7,838 9,109 10,509.5 11,960.5 13,306.0 14,542,5 

 うち身体 4,268 4,425 5,078 5,629 6,127 6,639 7,107 7,470 7,752 

 うち知的 1,108 1,335 1,783 2,209 2,932 3,721 4,612 5,478 6,356 

 うち精神 - - - - 50.0 149.5 241.5 358.0 454.5 

 障害者数 

(実人員) 
(3,205) (3,491) (4,186) (4,853) (5,695) (6,650) (7,679) (8,635) (9,516) 
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平成23年5月末日現在 318社

（注）
1 特例子会社制度は、昭和51年に局長通達により定められ、昭和62年の法改正により法律上規定された（昭和63年４月施行）。


2 ※は、地方公共団体と民間企業とが共同出資して設置した、第３セクター方式による重度障害者雇用企業。

所在地 所在地

上磯興業㈱ 北斗市 太平洋ｾﾒﾝﾄ㈱ 東京 14.7.30
 ㈱ﾃﾙﾍﾞ 北見市 ㈱ｾﾌﾞﾝ&ｱｲ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 東京 17.9.1 ○

北海道はまなす食品㈱ 北広島市 生活協同組合ｺｰﾌﾟさっぽろ 北海道 17.12.26 ○
㈱ほくでんｱｿｼｴ 札幌市白石区 北海道電力㈱ 北海道 21.3.30 ○
㈱ｼﾞｬﾊﾟﾝｹｱﾄﾞﾘｰﾑ 札幌市清田区 ㈱ｼﾞｬﾊﾟﾝｹｱｻｰﾋﾞｽｸﾞﾙｰﾌﾟ 東京 22.2.22 ○

 ｱﾋﾞﾘﾃｨｰｽﾞｼﾞｬｽｺ㈱ 仙台市 ｲｵﾝ㈱ 千葉 58.7.26 ○
 ㈱ｶﾛｰﾗ宮城ﾃｯｸ 仙台市 ﾄﾖﾀｶﾛｰﾗ宮城㈱ 宮城 4.1.27

㈲ｳｼﾞｴｸﾘｰﾝｻｰﾋﾞｽ 登米市 ㈱ｳｼﾞｴｽｰﾊﾟｰ 宮城 18.4.18
楽天ｿｼｵﾋﾞｼﾞﾈｽ㈱ 仙台市 楽天㈱ 東京 20.8.21 ○
㈱ｸﾘｰﾝ&ｸﾘｰﾝ 仙台市 東洋ﾜｰｸ㈱ 宮城 22.5.14 ○

㈲ｴﾌﾟｿﾝｽﾜﾝ 酒田市 東北ｴﾌﾟｿﾝ㈱ 山形 14.9.30

㈱ﾆﾗｸ･ﾒﾘｽﾄ 郡山市 ㈱ﾆﾗｸ 福島 22.3.15

住金鹿島ﾋﾞｼﾞﾈｽ㈱ 鹿嶋市 住友金属工業㈱ 東京 19.3.22
㈱UJKCｿｰｼｬﾙｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ 笠間市 ﾕﾆｼｱｼﾞｪｰｹｰｼｰｽﾃｱﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ㈱ 埼玉 19.9.4
㈱茨城ﾋﾟｼﾞｮﾝﾘｻｲｸﾙ 坂東市 ㈱ｴﾌﾋﾟｺ下館 茨城 21.10.16

JSPﾓｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ㈱ 鹿沼市 ㈱JSP 東京 14.12.5
ｿﾆｰ希望㈱ 鹿沼市 ｿﾆｰ㈱ 東京 15.11.10 ○

明電ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙｻｰﾋﾞｽ㈱ 太田市 ㈱明電舎 東京 18.5.30
㈱ｱﾑｺ 桐生市 ㈱ﾐﾂﾊﾞ 群馬 18.12.22 ○

 ㈱ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽ 狭山市 ㈱ｺｰｾｰ 東京 5.3.31
 ㈱ﾊﾛｰ 熊谷市 日立金属㈱ 東京 10.8.10 ○
 ㈱三愛ｴｽﾎﾟｱｰﾙ 入間郡三芳町 ㈱三愛 東京 11.5.20
 ㈱障害者支援ｾﾝﾀｰ さいたま市 ㈱福祉葬祭 埼玉 11.12.20
 ㈱西友ｻｰﾋﾞｽ 川越市 ㈱西友 東京 13.3.1 ○

㈱ｴﾑ･ｴﾙ･ｴｽ 東松山市 ㈱松屋ﾌｰｽﾞ 東京 13.12.18
㈱ﾏﾙｲｷｯﾄｾﾝﾀｰ 戸田市 ㈱丸井ｸﾞﾙｰﾌﾟ 東京 15.11.7 ○
あけぼの123㈱ 羽生市 曙ﾌﾞﾚｰｷ工業㈱ 埼玉 16.4.1 ○
㈱ｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｽﾄｸﾞﾘｰﾝ 加須市 ㈱ｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｽﾄ 東京 16.9.17 ○
㈱ｵｰ･ｴｽ･ｼｰ･ﾌｰｽﾞ 新座市 ㈱ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ 東京 19.3.19 ○
FSｸﾞﾘｰﾝﾈｯﾄ㈱ 深谷市 古河ｽｶｲ㈱ 東京 19.5.11 ○
㈱ｼﾝﾌｫﾆｱ東武 春日部市 東武鉄道㈱ 東京 19.11.26 ○
㈱西武ﾊﾟﾚｯﾄ 所沢市 西武鉄道㈱ 埼玉 19.12.10
㈱富士薬品ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾈｯﾄ さいたま市大宮区 ㈱富士薬品 埼玉 20.12.25
㈱JR東日本ｸﾞﾘｰﾝﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 戸田市 東日本旅客鉄道㈱ 東京 21.5.14 ○
㈱栄光ｱｰｽ さいたま市南区 ㈱栄光 埼玉 21.12.2
MCSﾊｰﾄﾌﾙ㈱ さいたま市大宮区 ﾒﾃﾞｨｶﾙ･ｹｱ･ｻｰﾋﾞｽ㈱ 埼玉 22.10.12 ○
ｳｴﾙｼｱｵｱｼｽ㈱ さいたま市見沼区 ｳｴﾙｼｱ関東㈱ 埼玉 23.3.25

※ ㈱千葉ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ 千葉市 東洋ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 千葉 元.4.1 ○
 ㈱ﾀﾞｯｸｽ 習志野市 ㈱ｴﾌﾋﾟｺ 広島 4.5.28

さくらｻｰﾋﾞｽ㈱ 市原市 創価学会 東京 17.2.8
㈱ｼﾞｪｲﾌﾚﾝﾄﾞﾘｰ 成田市 日本ﾋﾞｼﾞﾈｽ開発㈱ 東京 17.5.13 ○
京成ﾊｰﾓﾆｰ㈱ 印旛郡酒々井町 京成電鉄㈱ 東京 18.2.1
㈱ﾆﾁﾚｲｱｳﾗ 船橋市 ㈱ﾆﾁﾚｲ 東京 19.2.1 ○
ちばぎんﾊｰﾄﾌﾙ㈱ 千葉市 ㈱千葉銀行 千葉 19.5.16
㈱千葉ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄ 千葉市 ㈱千葉薬品 千葉 19.7.26

 ㈱舞浜ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 浦安市 ㈱ｵﾘｴﾝﾀﾙﾗﾝﾄﾞ 千葉 21.12.1 ○
ｴｲｼﾞｽｺｰﾎﾟﾚｰﾄｻｰﾋﾞｽ㈱ 千葉市 ㈱ｴｲｼﾞｽ 千葉 22.6.25

山形県(1社)

埼玉県(18社)

特例子会社一覧

北海道(5社)

千葉県(10社)
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栃木県(2社)

福島県(1社)
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宮城県(5社)

茨城県(3社)

群馬県(2社)
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所在地 所在地

 菱信ﾃﾞｰﾀ㈱ 港区 三菱UFJ信託銀行㈱ 東京 54.7.30
 三井物産ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ 千代田区 三井物産㈱ 東京 57.5.27
 ㈱あおばｳｵｯﾁｻｰﾋﾞｽ 江東区 ｾｲｺｰﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 東京 59.7.15 ○

㈱TDS 府中市 国際航業㈱ 東京 60.10.30
 ㈱日立ﾊｲﾃｸｻﾎﾟｰﾄ 港区 ㈱日立ﾊｲﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ 東京 62.9.3 ○
※ 東京都ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ㈱ 江東区 ｼｽﾌﾟﾛｶﾃﾅ㈱ 東京 62.12.4
 ㈱ﾘｸﾙｰﾄｵﾌｨｽｻﾎﾟｰﾄ 中央区 ㈱ﾘｸﾙｰﾄ 東京 2.5.30 ○
 ㈱長谷工ｼｽﾃﾑｽﾞ 港区 ㈱長谷工ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 東京 3.7.24 ○
 ㈱ﾏｰﾉ 豊島区 ㈱ﾏﾙｴﾂ 東京 4.5.11
※ 東京ｸﾞﾘｰﾝｼｽﾃﾑｽﾞ㈱ 多摩市 ㈱CSKﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 東京 5.3.29 ○
 ㈱JTBﾃﾞｰﾀｻｰﾋﾞｽ 文京区 ㈱ｼﾞｪｲﾃｨｰﾋﾞｰ 東京 5.3.30 ○
※ 東京都ﾌﾟﾘﾌﾟﾚｽ･ﾄｯﾊﾟﾝ㈱ 板橋区 凸版印刷㈱ 東京 5.12.１7 ○
 ｴｰｴﾇｴｰ･ｳｨﾝｸﾞ･ﾌｪﾛｰｽﾞ㈱ 大田区 全日本空輸㈱ 東京 5.12.22

日通ﾊｰﾄﾌﾙ㈱ 港区 日本通運㈱ 東京 10.5.7
 ㈱ﾋｭｰﾏﾝｸﾞﾘｰﾝｻｰﾋﾞｽ 府中市 ㈱ｱｻﾝﾃ 東京 11.10.1
 ㈱ｵﾚﾝｼﾞｼﾞｬﾑｺ 三鷹市 ㈱ｼﾞｬﾑｺ 東京 11.10.18 ○
 ㈱ﾌﾛﾝﾃｨｱ日建設計 千代田区 ㈱日建設計 東京 11.4.28 ○

㈱九段ﾊﾟﾙｽ 千代田区 ㈱小学館 東京 13.5.30
ｿﾆｰ光㈱ 品川区 ｿﾆｰ㈱ 東京 14.5.1 ○
ｵｰｸ･ﾌﾚﾝﾄﾞﾘｰｻｰﾋﾞｽ㈱ 墨田区 ㈱大林組 東京本社 東京 14.5.20
横河ﾌｧｳﾝﾄﾞﾘｰ㈱ 武蔵野市 横河電機㈱ 東京 14.11.1 ○
NECﾌﾚﾝﾄﾞﾘｰｽﾀﾌ㈱ 府中市 日本電気㈱ 東京 15.5.1
㈱ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗｽ 府中市 ㈱もしもしﾎｯﾄﾗｲﾝ 東京 15.5.2 ○
㈱ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾁｬﾚﾝｼﾞﾄﾞ 町田市 ㈱みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ 東京 15.5.16 ○
㈱ｻﾝｴｰ･ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ 江東区 ㈱ｻﾝｴｰ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 東京 15.10.31 ○
㈱ｷﾕｰﾋﾟｰあい 町田市 ｷﾕｰﾋﾟｰ㈱ 東京 15.12.26
ﾌﾚﾝﾄﾞﾘｰｴｰﾑ㈱ 港区 ｴｰﾑｻｰﾋﾞｽ㈱ 東京 16.4.15 ○
㈱ｴｲﾁ･ﾃｨ･ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ 豊島区 ㈱光通信 東京 16.5.7 ○
㈱沖ﾜｰｸｳｪﾙ 港区 沖電気工業㈱ 東京 16.5.13 ○
ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝﾁｬﾚﾝｼﾞﾄﾞ㈱ 小平市 ㈱ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝ 東京 16.5.26 ○
㈱ﾋﾞﾙｹｱｽﾀｯﾌ 千代田区 ㈱日立ﾋﾞﾙｼｽﾃﾑ 東京 16.5.26 ○
太平洋ｻｰﾋﾞｽ㈱ 中央区 太平洋ｾﾒﾝﾄ㈱ 東京 16.5.26
㈱京王ｼﾝｼｱｽﾀｯﾌ 多摩市 京王電鉄㈱ 東京 16.12.16 ○

 ㈱博報堂DYｱｲ･ｵｰ 江東区 ㈱博報堂DYﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 東京 17.4.1 ○
㈱ﾒﾄﾛﾌﾙｰﾙ 江東区 東京地下鉄㈱ 東京 17.4.1
ｱｽﾃﾗｽ総合教育研究所㈱ 中央区 ｱｽﾃﾗｽ製薬㈱ 東京 17.5.13 ○
㈱ﾍﾞﾈｯｾﾋﾞｼﾞﾈｽﾒｲﾄ 多摩市 ㈱ﾍﾞﾈｯｾｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 岡山 17.5.26 ○
NTTｸﾗﾙﾃｨ㈱ 武蔵野市 日本電信電話㈱ 東京 17.6.1 ○
大東ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｻｰﾋﾞｽ㈱ 港区 大東建託㈱ 東京 17.8.1 ○
㈱ﾄﾗﾝｽｺｽﾓｽ･ｱｼｽﾄ 渋谷区 ﾄﾗﾝｽ･ｺｽﾓｽ㈱ 東京 17.8.26 ○
㈱ｽﾜﾝ 中央区 ﾔﾏﾄﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 東京 17.11.1 ○
㈱VSNﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄ 港区 ㈱VSN 東京 18.3.27
花王ﾋﾟｵﾆｰ㈱ 墨田区 花王㈱ 東京 18.4.3 ○
花椿ﾌｧｸﾄﾘｰ㈱ 港区 ㈱資生堂 東京 18.4.25 ○
ﾌｧｰｽﾄ･ﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ･ﾁｬﾚﾝｼﾞﾄﾞ㈱ 中央区 ﾌｧｰｽﾄ･ﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ㈱ 東京 18.5.1
ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙ･ｼﾞｪﾈﾗﾙｻｰﾋﾞｽ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈲ 千代田区 ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙ生命保険㈱ 東京 18.5.10
㈱ﾊﾞﾝﾀﾞｲﾅﾑｺｳｨﾙ 大田区 ㈱ﾊﾞﾝﾀﾞｲﾅﾑｺﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 東京 18.5.12 ○
第一生命ﾁｬﾚﾝｼﾞﾄﾞ㈱ 北区 第一生命保険相互会社 東京 18.11.1
ﾄｰﾏﾂﾁｬﾚﾝｼﾞﾄﾞ㈱ 港区 有限責任監査法人ﾄｰﾏﾂ 東京 18.11.20
㈱ｴｲｼﾞｪｯｸﾌﾚﾝﾄﾞﾘｰ 新宿区 ㈱ｴｲｼﾞｪｯｸ 東京 18.11.29
㈱ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｸﾞﾗﾌｨｯｸ社 渋谷区 ㈱ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ社 東京 19.5.29
㈱ｻﾝｷｭｳ･ｳｨｽﾞ 中央区 山九㈱ 東京 19.6.8 ○
ｵﾘｯｸｽ業務支援㈱ 立川市 ｵﾘｯｸｽ㈱ 東京 19.8.1 ○
王子ｸﾘｰﾝﾒｲﾄ㈱ 中央区 王子製紙㈱ 東京 19.9.1 ○
㈱ITCNｱｼｽﾄ 墨田区 ｱｲ･ﾃｨｰ･ｼｰ･ﾈｯﾄﾜｰｸ㈱ 東京 19.10.19
㈱ｻｲﾊﾞｰｴｰｼﾞｪﾝﾄｳｨﾙ 渋谷区 ㈱ｻｲﾊﾞｰｴｰｼﾞｪﾝﾄ 東京 19.10.24 ○
ｸﾘﾅｯﾌﾟﾊｰﾄﾌﾙ㈱ 荒川区 ｸﾘﾅｯﾌﾟ㈱ 東京 20.3.7 ○
㈱ﾚﾅｳﾝﾊｰﾄﾌﾙｻﾎﾟｰﾄ 品川区 ㈱ﾚﾅｳﾝ 東京 20.3.21
㈱WUｻｰﾋﾞｽ 新宿区 学校法人　早稲田大学 東京 20.3.24
㈱ｱｲｴｽｴﾌﾈｯﾄﾊｰﾓﾆｰ 中野区 ㈱ｱｲｴｽｴﾌﾈｯﾄ 東京 20.3.25
ゆうせいﾁｬﾚﾝｼﾞﾄﾞ㈱ 世田谷区 日本郵政㈱ 東京 20.3.26 ○
日野ﾊｰﾓﾆｰ㈱ 日野市 日野自動車㈱ 東京 20.5.8
㈱ﾘｸﾙｰﾄｽﾀｯﾌｨﾝｸﾞｸﾗﾌﾂ 中央区 ㈱ﾘｸﾙｰﾄｽﾀｯﾌｨﾝｸﾞ 東京 20.9.1 ○
ﾘﾍﾞﾗﾙ㈱ 江戸川区 ﾗﾃﾞｨｯｸｽ㈱ 東京 20.10.21
㈱KDDIﾁｬﾚﾝｼﾞﾄﾞ 千代田区 KDDI㈱ 東京 20.10.30 ○
㈱ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ・ﾍﾞﾈﾌｨｯｸｽ 新宿区 ㈱ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ 東京 20.11.5
結㈱ 大田区 ｴﾝ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 東京 20.12.1
㈱ﾌﾟﾚﾐｱ･ｽﾏｲﾙ 港区 ㈱ｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｰｼﾞ・ﾘｿｰｼﾝｸﾞ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ 東京 20.12.10 ○
㈱NTTﾃﾞｰﾀだいち 江東区 ㈱NTTﾃﾞｰﾀ 東京 20.12.16
㈱ﾋｭｰﾏﾝﾄﾗｽﾄﾌﾛﾝﾃｨｱ 台東区 ㈱ﾋｭｰﾏﾝﾄﾗｽﾄ 東京 20.12.25
ﾊｰﾄﾌﾙｴｲﾑ㈱ 品川区 日本ｴｲﾑ㈱ 東京 20.12.25
東電ﾊﾐﾝｸﾞﾜｰｸ㈱ 日野市 東京電力㈱ 東京 21.2.15 ○
丸紅ｵﾌｨｽｻﾎﾟｰﾄ㈱ 千代田区 丸紅㈱ 東京 21.2.27
㈱ﾊﾟｿﾅﾊｰﾄﾌﾙ 千代田区 ㈱ﾊﾟｿﾅｸﾞﾙｰﾌﾟ 東京 21.3.1
ｸｵｰﾙｱｼｽﾄ㈱ 新宿区 ｸｵｰﾙ㈱ 東京 21.3.26
ｻﾝｸｽﾃﾝﾌﾟ㈱ 中野区 ﾃﾝﾌﾟﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 東京 21.4.1 ○
㈱ｻｻﾞﾋﾞｰﾘｰｸﾞHR 渋谷区 ㈱ｻｻﾞﾋﾞｰﾘｰｸﾞ 東京 21.4.30 ○
ｵﾘﾝﾊﾟｽｻﾎﾟｰﾄﾒｲﾄ㈱ 八王子市 ｵﾘﾝﾊﾟｽ㈱ 東京 21.5.1 ○

親会社 認定年月日特例子会社名

東京都(103社)

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
適用
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所在地 所在地

㈱帝京ｻﾎﾟｰﾄ 板橋区 学校法人　帝京大学 東京 21.5.7
㈱三越伊勢丹ｿﾚｲﾕ 新宿区 ㈱三越伊勢丹ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 東京 21.5.13 ○
ｱﾌﾗｯｸ･ﾊｰﾄﾌﾙ･ｻｰﾋﾞｽ㈱ 調布市 ｱﾒﾘｶﾝﾌｧﾐﾘｰﾗｲﾌｱｼｭｱﾗﾝｽｶﾝﾊﾟﾆｰｵﾌﾞｺﾛﾝﾊﾞｽ日本支社 東京 21.11.15 ○
㈱ﾚｵﾊﾟﾚｽ･ｽﾏｲﾙ 中野区 ㈱ﾚｵﾊﾟﾚｽ21 東京 21.11.16
㈱ﾌﾙｷｬｽﾄﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄ 渋谷区 ㈱ﾌﾙｷｬｽﾄﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 東京 22.2.1 ○
東京海上ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄ㈱ 千代田区 東京海上ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 東京 22.3.25 ○
NSWｳｨｽﾞ㈱ 渋谷区 日本ｼｽﾃﾑｳｴｱ㈱ 東京 22.4.27 ○
㈱ｽｸｳｪｱ・ｴﾆｯｸｽ・ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄ 渋谷区 ㈱ｽｸｳｪｱ・ｴﾆｯｸｽ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 東京 22.4.27 ○
㈱ひなり 千代田区 伊藤忠ﾃｸﾉｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱ 東京 22.5.26
ALSOKﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄ㈱ 江東区 綜合警備保障㈱ 東京 22.8.2
ｴﾇ・ｴﾙ・ｵｰ㈱ 新宿区 日本ﾛﾚｱﾙ㈱ 東京 22.11.15
㈱ﾏｰﾉｾﾝﾀｰｻﾎﾟｰﾄ 豊島区 ㈱ﾏﾙｴﾂ 東京 22.11.25 ○
おれんじ・ふぉれすと㈱ 町田市 学校法人　法政大学 東京 23.1.17
㈱いなげやｳｲﾝｸﾞ 立川 ㈱いなげや 東京 23.3．1 ○
㈱ぐるなびｻﾎﾟｰﾄｱｿｼｴ 千代田区 ㈱ぐるなび 東京 23.3.7
ｽﾘｰﾌﾟﾛｴｰｼﾞｪﾝｼｰ㈱ 新宿区 ｽﾘｰﾌﾟﾛｸﾞﾙｰﾌﾟ㈱ 東京 23.3.8 ○
㈱ｸﾛｰﾊﾞｰ･ｻﾞ･ﾁｬﾚﾝｼﾞﾄﾞ 江戸川区 ㈱ｾﾉﾝ 東京 23.3.23
㈱ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 葛飾区 ㈱ﾀﾞｲﾅﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 東京 23.3.25 ○
ｾｺﾑﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗｽ㈱ 渋谷区 ｾｺﾑ㈱ 東京 23.3.25 ○
大和ﾗｲﾌﾌﾟﾗｽ㈱ 港区 大和ﾗｲﾌﾈｸｽﾄ㈱ 東京 23.3.28
ｿﾗﾝﾋﾟｭｱ㈱ 港区 ITﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 東京 23.4.1
㈱JALｻﾝﾗｲﾄ 品川区 日本航空㈱ 東京 23.4.21
㈲ｳﾞｲ王子 北区 全日本空輸㈱ 東京 23.4.28 ○
㈱Fsolｱｸﾄ 文京区 ㈱富士通ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ 東京 23.5.2
㈱ﾍﾞﾙ･ｿﾚｲﾕ 渋谷区 ㈱ﾍﾞﾙｼｽﾃﾑ24 東京 23.5.31

 伊藤忠ﾕﾆﾀﾞｽ㈱ 横浜市 伊藤忠商事㈱ 東京 63.3.15
 ㈱羽田工作所 川崎市 ㈱秀光 神奈川 2.5.16
 ㈱富士電機ﾌﾛﾝﾃｨｱ 川崎市 富士電機㈱ 東京 6.5.12 ○
 ﾘｺｰｴｽﾎﾟｱｰﾙ㈱ 海老名市 ㈱ﾘｺｰ 東京 6.5.24 ○

ｽﾘｰｴﾑﾌｪﾆｯｸｽ㈱ 相模原市 住友ｽﾘｰｴﾑ㈱ 東京 9.12.1 ○
山武ﾌﾚﾝﾄﾞﾘｰ㈱ 藤沢市 ㈱山武 東京 10.5.19

 ㈱ｽﾀﾝﾚｰｳｪﾙ 秦野市 ｽﾀﾝﾚｰ電気㈱ 東京 11.3.12
 ㈱ﾌｧﾝｹﾙｽﾏｲﾙ 横浜市 ㈱ﾌｧﾝｹﾙ 神奈川 11.5.7 ○
 ㈱日立ゆうあんどあい 横浜市 ㈱日立製作所 東京 12.2.25 ○
 ㈱ｽﾀｯﾌｻｰﾋﾞｽ･ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄ 相模原市 ㈱ｽﾀｯﾌｻｰﾋﾞｽ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 東京 12.8.22 ○
 富士ｿﾌﾄ企画㈱ 鎌倉市 富士ｿﾌﾄ㈱ 神奈川 12.9.11 ○
 ㈱ﾆｺﾝつばさ工房 横浜市 ㈱ﾆｺﾝ 東京 13.3.1 ○

㈱ﾆｯﾊﾟﾂ･ﾊｰﾓﾆｰ 横浜市 日本発条㈱ 神奈川 14.4.24 ○
㈲AGCｻﾝｽﾏｲﾙ 横浜市 旭硝子㈱ 東京 14.7.30
ｼﾞｮﾌﾞｻﾎﾟｰﾄﾊﾟﾜｰ㈱ 横浜市 ﾏﾝﾊﾟﾜｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 神奈川 15.3.18
㈱ｽﾀｯﾌｻｰﾋﾞｽ･ﾌﾛﾝﾃｨｱ 相模原市 ㈱ｽﾀｯﾌｻｰﾋﾞｽ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 東京 15.3.1 ○
JFEｱｯﾌﾟﾙ東日本㈱ 川崎市 JFEｽﾁｰﾙ㈱ 東京 15.5.30
㈱京急ｳｨｽﾞ 逗子市 京浜急行電鉄㈱ 東京 15.9.30 ○
㈱ｳｪﾙﾊｰﾂ小田急 相模原市 小田急電鉄㈱ 東京 15.10.10
日清ｵｲﾘｵ･ﾋﾞｼﾞﾈｽｽﾀｯﾌ㈱ 横浜市 日清ｵｲﾘｵｸﾞﾙｰﾌﾟ㈱ 東京 16.4.27
㈱東急ｳｨﾙ 川崎市 東京急行電鉄㈱ 東京 16.5.17 ○
㈱富士通ｾﾞﾈﾗﾙﾊｰﾄｳｪｱ 川崎市 ㈱富士通ｾﾞﾈﾗﾙ 神奈川 16.8.6
古河ﾆｭｰﾘｰﾌ㈱ 平塚市 古河電気工業㈱ 東京 16.10.7
東芝ｳｨｽﾞ㈱ 横浜市 ㈱東芝 東京 17.5.9 ○
共生産業㈱ 相模原市 ㈱ﾄﾗｽﾄﾃｯｸ 東京 17.8.17 ○
相鉄ｳｲｯｼｭ㈱ 横浜市 相鉄ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 神奈川 18.3.23 ○
㈱CFSｻﾝｽﾞ 横浜市 ㈱CFSｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 神奈川 18.8.31
㈱ｸﾘｴｲﾄﾋﾞｷﾞﾝ 横浜市 ㈱ｸﾘｴｲﾄｴｽ･ﾃﾞｨｰ 神奈川 19.3.20
ﾋﾟｱｻﾎﾟｰﾄ㈱ 横浜市 ｾﾝﾄｹｱ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 東京 19.4.1 ○
第一三共ﾊﾋﾟﾈｽ㈱ 平塚市 第一三共㈱ 東京 19.5.28 ○
日総ぴゅあ㈱ 横浜市 日総工産㈱ 神奈川 19.9.26
㈱ｺｺｯﾄ 横浜市 ㈱ｺﾛﾜｲﾄﾞ 宮城 20.4.14 ○
NSKﾌﾚﾝﾄﾞﾘｰｻｰﾋﾞｽ㈱ 藤沢市 日本精工㈱ 東京 20.5.22 ○
ﾆﾁﾍﾞｲﾊｰﾓﾆｰ㈱ 愛甲郡愛川町 ㈱ﾆﾁﾍﾞｲ 東京 21.6.1
㈱ｱｲﾈｯﾄ・ﾃﾞｰﾀｻｰﾋﾞｽ 横浜市戸塚区 ㈱ｱｲﾈｯﾄ 神奈川 21.8.3 ○
㈱ぱどｼｯﾌﾟ 横浜市中区 ㈱ぱど 神奈川 21.8.10
㈱ﾅﾙﾐﾔ･ﾜﾝﾊﾟ 川崎市川崎区 ㈱ﾅﾙﾐﾔ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 東京 21.9.15
薬樹ｳｨﾙ㈱ 大和市 薬樹㈱ 神奈川 22.4.27
㈱ﾘﾝｸﾗｲﾝ 小田原市 ｺﾑﾃｯｸ㈱ 東京 22.12.17
ﾋﾞｰｱｼｽﾄ㈱ 相模原市 ﾌﾞｯｸｵﾌｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ㈱ 神奈川 22.12.20 ○
ｴﾑ･ﾕｰ･ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱ 相模原市 ㈱三菱東京UFJ銀行 東京 23.5.17

ふぁみーゆﾂﾀﾞｺﾏ㈱ 金沢市 津田駒工業㈱ 石川 23.4.14

洋信産業㈱ 甲府市 三菱樹脂㈱ 東京 17.4.27

 ｴﾌﾟｿﾝﾐｽﾞﾍﾞ㈱ 諏訪市 ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ㈱ 長野 59.2.24 ○
※ ㈱長野協同ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ 長野市 ㈱協同測量社 長野 4.3.30

親会社
ｸﾞﾙｰﾌﾟ
適用

石川県(1社)

長野県(2社)

認定年月日

神奈川県(41社)

特例子会社名

山梨県(1社)
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所在地 所在地

※ ㈱ｻﾝ･ｼﾝｸﾞ東海 揖斐郡大野町 ㈱ﾄｰｶｲ 岐阜 6.5.31 ○
Man to Man G Animo.com㈱ 大垣市 日本ﾘｶﾞﾒﾝﾄ㈱ 愛知 19.4.27

※ ㈱ｴｲ･ﾋﾟｰ･ｱｲ 沼津市 ｽﾙｶﾞ銀行(株) 静岡 3.4.30
 ㈱ﾔﾏﾊｱｲﾜｰｸｽ 浜松市 ﾔﾏﾊ㈱ 静岡 4.5.6 ○
 矢崎ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄ㈱ 裾野市 矢崎総業㈱ 静岡 17.4.18

㈱ｽｽﾞｷ･ｻﾎﾟｰﾄ 浜松市 ｽｽﾞｷ㈱ 静岡 17.4.26
ｴｽ･ﾗｲﾌｻﾎﾟｰﾄ㈱ 静岡市 杉本金属工業㈱ 静岡 17.12.16
㈱TBEｹﾐｶﾙ 焼津市 ㈱東海ﾋﾞﾙｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ 静岡 18.4.3
㈱ﾌｼﾞｶ 藤枝市 科研製薬㈱ 東京 20.12.5

 ﾃﾞﾝｿｰ太陽㈱ 蒲郡市 ㈱ﾃﾞﾝｿｰ 愛知 59.6.1
※ 愛知玉野情報ｼｽﾃﾑ㈱ 名古屋市 玉野総合ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ㈱ 愛知 元.5.2
 日東電工ひまわり㈱ 豊橋市 日東電工㈱ 大阪 13.2.9 ○

ｴﾑ･ﾕｰ･ﾋﾞｼﾞﾈｽｴｲﾄﾞ㈱ 北名古屋市 ㈱三菱東京UFJ銀行 東京 18.1.1
中電ｳｲﾝｸﾞ㈱ 名古屋市 中部電力㈱ 愛知 15.4.1
㈲ｻﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 愛知郡長久手町 ㈱KTCﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 愛知 17.11.7 ○
豊通ｵﾌｨｽｻｰﾋﾞｽ(株) 名古屋市 豊田通商(株) 愛知 18.5.12 ○
㈱MMCｳｲﾝｸﾞ 岡崎市 三菱自動車工業㈱ 東京 19.10.25
㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ東海ｳｪﾙ 名古屋市 東海旅客鉄道㈱ 愛知 20.4.30
ｽｷﾞｽﾏｲﾙ㈱ 安城市 ｽｷﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 愛知 21.7.24 ○
ﾄﾖﾀﾙｰﾌﾟｽ㈱ 豊田市 ﾄﾖﾀ自動車㈱ 愛知 21.10.1
TGｳｪﾙﾌｪｱ㈱ 清須市 豊田合成㈱ 愛知 22.9.21
㈱ｹﾞｵﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄ 春日井市 ㈱ｹﾞｵ 愛知 23.3.30

※ ㈱三重ﾃﾞｰﾀｸﾗﾌﾄ 津市 JFEｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 神奈川 15.5.30

 電気硝子ﾕﾆﾊﾞｰｻﾎﾟｰﾄ㈱ 大津市 日本電気硝子㈱ 滋賀 55.9.22 ○
※ ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ電工滋賀㈱ 彦根市 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ電工㈱ 大阪 8.3.22 ○
 ㈱ｸﾚｰﾙ 犬上郡多賀町 参天製薬㈱ 大阪 10.5.22
 ｶﾙﾋﾞｰ･ｲｰﾄｰｸ㈱ 湖南市 ｶﾙﾋﾞｰ㈱ 東京 22.12.1

 ｵﾑﾛﾝ京都太陽㈱ 京都市 ｵﾑﾛﾝ㈱ 京都 61.7.4
㈱ｼﾞｰｴｽ･ﾕｱｻ ﾋﾞｼﾞﾈｽｴｰｼﾞｪﾝｼｰ 京都市 ㈱GSﾕｱｻ 京都 19.12.12
㈱u&n 京都市 ㈱ﾆｯｾﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 京都 20.5.2 ○

 ｼｬｰﾌﾟ特選工業㈱ 大阪市 ｼｬｰﾌﾟ㈱ 大阪 52.3.31 ○
 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸｴｺｼｽﾃﾑｽﾞ共栄㈱ 大阪市 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸｴｺｼｽﾃﾑｽﾞ㈱ 愛知 55.4.1 ○
※ ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ交野㈱ 交野市 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ㈱ 大阪 58.2.7
 ㈱ﾀﾞｲｷ 大阪市 ㈱ﾀﾞｲﾍﾝ 大阪 58.7.22
 SMBCｸﾞﾘｰﾝｻｰﾋﾞｽ㈱ 東大阪市 ㈱三井住友銀行 東京 3.5.30 ○
 ㈱ﾆｯｾｲﾆｭｰｸﾘｴｰｼｮﾝ 大阪市 日本生命保険相互会社 大阪 6.3.1
※ ㈱ﾀﾞｲｷﾝｻﾝﾗｲｽﾞ摂津 摂津市 ﾀﾞｲｷﾝ工業㈱ 大阪 6.6.1 ○
※ ㈱かんでんｴﾙﾊｰﾄ 大阪市 関西電力㈱ 大阪 7.6.1
 ㈱ｴﾙｱｲ武田 大阪市 武田薬品工業㈱ 大阪 7.10.27
 三洋ﾊｰﾄｴｺﾛｼﾞｰ㈱ 大東市 三洋電機㈱ 大阪 10.11.20 ○

㈱ｽﾐｾｲﾊｰﾓﾆｰ 大阪市 住友生命保険相互会社 大阪 13.11.27
㈱三幸舎ﾗﾝﾄﾞﾘｰｾﾝﾀｰ 泉佐野市 ㈱吉野家 東京 15.5.1
ｸﾎﾞﾀﾜｰｸｽ㈱ 大阪市 ㈱ｸﾎﾞﾀ 大阪 15.6.20 ○
十信ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ㈱ 大阪市 十三信用金庫 大阪 15.10.17
ｱﾃﾞｺｿﾚｲﾕ㈱ 大阪市 ｱﾃﾞｺ㈱ 東京 17.3.16
ｺｸﾖkﾊｰﾄ㈱ 大阪市 ｺｸﾖ㈱ 大阪 17.4.20 ○
㈱あしすと阪急 大阪市 阪急阪神ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 大阪 17.5.11 ○
㈱南海ﾊｰﾄﾌﾙｻｰﾋﾞｽ 大阪市 南海電気鉄道㈱ 大阪 17.6.27 ○
㈱ｻﾎﾟｰﾄ21 大阪市 ㈱ｹｱ21 大阪 18.10.5
㈱ｳｲﾙﾊｰﾂ 大阪市 ㈱ｳｲﾙﾃｯｸ 大阪 19.4.5
㈱ｷﾘﾝﾄﾞｳﾍﾞｽﾄ 東大阪市 ㈱ｷﾘﾝ堂 大阪 20.3.13 ○
ﾊｰﾄﾗﾝﾄﾞ㈱ 泉南市 ｺｸﾖ㈱ 大阪 20.3.17 ○
㈱ｿﾙﾉﾘｰﾌﾞｽ 門真市 高園産業㈱ 大阪 21.5.28
昌和不動産㈱ 大阪市西区 東洋ｺﾞﾑ工業㈱ 大阪 21.6.1 ○
㈱NTT西日本ﾙｾﾝﾄ 大阪市都島区 西日本電信電話㈱ 大阪 21.12.3 ○
ﾊｳｽあいﾌｧｸﾄﾘｰ㈱ 東大阪市 ﾊｳｽ食品㈱ 大阪 22.4.30 ○
㈱ﾊｰﾄｺｰﾌﾟいずみ 和泉市 大阪いずみ市民生活協同組合 大阪 23.2.15 ○
ｸﾎﾞﾀｻﾝﾍﾞｼﾞﾌｧｰﾑ㈱ 南河内郡 ㈱ｸﾎﾞﾀ 大阪 23.2.10
㈱ｴｸｾﾃﾞｨ太陽 寝屋川市 ㈱ｴｸｾﾃﾞｨ 大阪 23.4.28
ﾌｼﾞｱﾙﾃｽﾀｯﾌｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ㈱ 堺市 ﾌｼﾞｱﾙﾃ㈱ 大阪 23.5.31

岐阜県(2社)

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
適用認定年月日親会社特例子会社名

静岡県(7社)

大阪府(30社)

愛知県(13社)

京都府(3社)

滋賀県(4社)

三重県(1社)
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 明和工業協同組合  明石市 大和製衡㈱ 兵庫 53.3.23
※ 播磨三洋工業㈱ 加西市 三洋電機㈱ 大阪 58.1.14
※ 阪神友愛食品㈱ 西宮市 生活協同組合ｺｰﾌﾟこうべ 兵庫 62.7.1 ○
 ㈲ｴﾇ･ｴｽ･ｸﾞﾘｰﾝ 姫路市 ㈱日本触媒 大阪 7.5.8
 YKK六甲㈱ 神戸市 YKK㈱ 富山 11.5.11 ○
 ｸﾞﾛｰﾘｰﾌﾚﾝﾄﾞﾘｰ㈱ 姫路市 ｸﾞﾛｰﾘｰ㈱ 兵庫 11.5.17 ○

㈱ﾜｰﾙﾄﾞﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄ 神戸市 ㈱ﾜｰﾙﾄﾞ 兵庫 16.5.13 ○
㈱SRIｳｨｽﾞ 神戸市 住友ｺﾞﾑ工業㈱ 兵庫 16.12.3 ○
日本ﾊﾟｰｿﾈﾙｾﾝﾀｰ㈱ 神戸市 ﾕｰｼｰｼﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 兵庫 17.5.30 ○
㈱ｴｽｺｱﾊｰﾂ 明石市 ㈱ﾉｰﾘﾂ 兵庫 18.5.26 ○
㈱ﾅﾘｽ ｺｽﾒﾃｨｯｸ ﾌﾛﾝﾃｨｱ 神戸市 ㈱ﾅﾘｽ化粧品 大阪 19.1.9
すみでんﾌﾚﾝﾄﾞ㈱ 伊丹市 住友電気工業㈱ 大阪 21.2.24 ○
㈱JR西日本あいｳｨﾙ 尼崎市 西日本旅客鉄道㈱ 大阪 21.5.18

SMIﾊｰﾄﾌﾙｻｰﾋﾞｽ㈱ 和歌山市 住友金属工業㈱ 東京 19.5.10 ○

※ 千代三洋工業㈱ 鳥取市 三洋電機ｺﾝｼｭｰﾏｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱ 鳥取 5.11.10
㈱ｾﾝｺｰｽｸｰﾙﾌｧｰﾑ鳥取 東伯郡 ｾﾝｺｰ㈱ 大阪 23.1.6

島根ﾅｶﾊﾞﾔｼｻﾝﾜｰｸｽ㈱ 出雲市 島根ﾅｶﾊﾞﾔｼ㈱ 島根 23.1.19

※ ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ吉備㈱ 加賀郡吉備中央町 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ㈱ 大阪 56.5.20
㈱ｸﾞﾛｯﾌﾟｻﾝｾﾘﾃ 岡山市 ㈱ｸﾞﾛｯﾌﾟ 岡山 16.5.10 ○
㈱日研環境ｻｰﾋﾞｽ 倉敷市 日研総業㈱ 東京 16.11.1 ○

※ ㈱広島情報ｼﾝﾌｫﾆｰ 広島市 ㈱中国ｻﾝﾈｯﾄ 広島 2.5.31
松尾電気㈱ 三原市大和町 ｽﾀﾝﾚｰ電気㈱ 東京 5.10.25
JFEｱｯﾌﾟﾙ西日本㈱ 福山市 JFEｽﾁｰﾙ㈱ 東京 15.5.30
㈱ﾀﾞｲｿｰｳｲﾝｸﾞ 東広島市 ㈱大創産業 広島 19.3.22
㈱ｱｸﾚｽ 福山市 ㈱ｺﾊﾟｯｸｽ 広島 19.4.9
㈱ﾊｰﾄｺｰﾌﾟひろしま 廿日市市 生活協同組合ひろしま 広島 19.12.20
㈱もりじょう 広島市西区 丸井産業㈱ 広島 21.4.23
ﾂﾈｲｼﾁｬﾚﾝｼﾞﾄﾞ㈱ 福山市沼隈町 ﾂﾈｲｼﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 広島 23.2.24 ○

 ㈲ﾘﾍﾞﾙﾀｽ興産 宇部市 宇部興産㈱ 山口 4.1.27

大黒友愛紙工㈱ 三豊市 大黒工業㈱ 愛媛 13.3.19
㈱T-NETvigla 高松市 ㈱ﾃｨｰﾈｯﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ 香川 17.7.20
あなぶきﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱ 高松市 穴吹興産㈱ 香川 21.2.3 ○

 大王製紙保安検査ｼｽﾃﾑ㈱ 四国中央市 大王製紙㈱ 愛媛 22.12.22
 日本食研ｽﾏｲﾙﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ 今治市 日本食研ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 愛媛 23.5.9

 ㈱ﾀﾞｯｸｽ四国 南国市 ㈱ｴﾌﾋﾟｺ 広島 10.9.18 ○

 ㈲化成ﾌﾛﾝﾃｨｱｻｰﾋﾞｽ 北九州市 三菱化学㈱ 東京 6.1.26 ○
※ ㈱ｻﾝｱｸｱﾄｰﾄｰ 北九州市 TOTO㈱ 福岡 6.5.25 ○
※ ㈱ﾋﾞｰ･ﾋﾟｰ･ｼｰ 福岡市 ㈱ﾍﾞｽﾄ電器 福岡 6.11.7

㈱九電工ﾌﾚﾝﾄﾞﾘｰ 福岡市 ㈱九電工 福岡 13.10.1 ○
㈱ｸﾞﾘｰﾝﾌﾗｯｼｭ 福岡市 ㈱ｺｽﾓｽ薬品 福岡 16.5.14
㈱九州字幕放送共同制作ｾﾝﾀｰ 福岡市 九州電力㈱ 福岡 16.10.26
九州地理情報㈱ 福岡市 ㈱ﾜｰﾙﾄﾞｲﾝﾃｯｸ 福岡 21.4.24
ﾀﾏｱｸﾞﾘ㈱ 筑後市 ﾀﾏﾎｰﾑ㈱ 東京 21.12.1
㈱ｴﾙｽ 福岡市 三洋ﾋﾞﾙ管理㈱ 福岡 22.11.26
㈱ﾉｰﾏﾗｲｾﾞｰｼｮﾝ 福岡市 ㈲RUN 福岡 23.2.23
西鉄ｳｨﾙｱｸﾄ㈱ 福岡市 西日本鉄道㈱ 福岡 23.3.25

特例子会社名

香川県(3社)

兵庫県(13社)

山口県(1社)

認定年月日

愛媛県(2社)

鳥取県(2社)

岡山県(3社)

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
適用親会社

高知県(1社)

福岡県(11社)

広島県(8社)

和歌山県(1社)

島根県(1社)



6

所在地 所在地

SUMCOｻﾎﾟｰﾄ㈱ 伊万里市 ㈱SUMCO 東京 16.5.13 ○
 ㈱ﾀﾞｯｸｽ佐賀 神埼郡吉野ヶ里町 ㈱ｴﾌﾋﾟｺ 広島 18.12.11

※ ﾌﾟﾘﾏﾙｰｹ㈱ 南高来郡国見町 ﾌﾟﾘﾏﾊﾑ㈱ 東京 8.7.11

※ 希望の里ﾎﾝﾀﾞ㈱ 宇城市松橋町 本田技研工業㈱ 東京 62.4.23
西九州ﾊｰﾄﾌﾙｻｰﾋﾞｽ㈱ 熊本市田崎町 熊青西九州青果㈱ 熊本 22.4.28

 ｵﾑﾛﾝ太陽㈱ 別府市 ｵﾑﾛﾝ㈱ 京都 52.12.15
 ｿﾆｰ･太陽㈱ 速見郡日出町 ｿﾆｰ㈱ 東京 56.12.14 ○
 ﾎﾝﾀﾞ太陽㈱ 別府市 本田技研工業㈱ 東京 57.5.26 ○
 三菱商事太陽㈱ 別府市 三菱商事㈱ 東京 59.4.24 ○
 ﾎﾝﾀﾞｱｰﾙｱﾝﾄﾞﾃﾞｰ太陽㈱ 速見郡日出町 ㈱本田技術研究所 埼玉 5.3.15
 富士通ｴﾌｻｽ太陽㈱ 別府市 富士通エフサス㈱ 東京 7.10.16
 日豊ｵﾉﾀﾞ㈱ 津久見市 太平洋ｾﾒﾝﾄ㈱ 東京 13.3.13

㈱ｼﾞｮｲﾌﾙｻｰﾋﾞｽ 大分市 ㈱ｼﾞｮｲﾌﾙ 大分 17.2.28
ｷﾔﾉﾝｳｨﾝﾄﾞ㈱ 大分市 大分ｷﾔﾉﾝ㈱ 大分 21.5.22
大銀ｽﾀｯﾌｻｰﾋﾞｽ㈱ 大分市 ㈱大分銀行 大分 23.5.25

 ㈱旭化成ｱﾋﾞﾘﾃｨ 延岡市 旭化成㈱ 東京 61.3.22 ○

㈱愛生 曾於郡大崎町 ㈱岩田屋 福岡 10.1.1

認定年月日親会社

宮崎県(1社)

特例子会社名

佐賀県(2社)

大分県(10社)

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
適用

鹿児島県(1社)

長崎県(1社)

熊本県(2社)
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「企業グループ算定特例」（関係子会社特例）の概要 

 

障害者雇用率制度においては、障害者の雇用機会の確保（法定雇用率＝1.8％）は

個々の事業主（企業）ごとに義務づけられている。 

一方、一定の要件を満たす場合に複数の事業主で実雇用率を通算することができる

制度として、従来の特例子会社制度及び企業グループ適用（関係会社特例）に加え、

平成21年4月より、事業協同組合等算定特例（特定事業主特例）とともに、企業グ

ループ算定特例（関係子会社特例）が創設された。 

この企業グループ算定特例は、一定の要件を満たす企業グループとして厚生労働大

臣の認定を受けたものについては、特例子会社がない場合であっても、企業グループ

全体で実雇用率の通算が可能となるものである。 

 

 

 

 

 

○ 企業グループ算定特例認定の要件  

(1) 親会社の要件 

① 親会社が、当該子会社の意思決定機関（株主総会等）を支配していること。 

               （具体的には、子会社の議決権の過半数を有すること等） 

② 親会社が障害者雇用推進者を選任していること。 

(2) 関係子会社の要件 

① 親会社との人的関係が緊密であること。 （具体的には、親会社からの役員派遣等） 

② 各子会社の規模に応じて、それぞれ常用労働者数に1.2%を乗じた数(小数点以下は切捨

て)以上の障害者を雇用していること。ただし、中小企業については、次に掲げる数以上の

障害者を雇用していること。 

ア 常用労働者数167人未満        要件なし 

イ 常用労働者数167人以上250人未満   障害者1人 

               
 

  

          

 
 
 
 
 
 
 
                      
 

 

 → 親会社・子会社全てを含む、グループ全体を合算して実雇用率を算定 

    平成2３年５月末現在 ２０グループ 

親会社 

〔企業グループ算定特例〕 （平成 21 年４月から施行） 

関係子会社 関係子会社 関係子会社 関係子会社 関係子会社 

※全ての子会社が対象 

意 思 決 定 機 関 の 支 配 
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ウ 常用労働者数250人以上300人以下   障害者2人 

③ 障害者の雇用管理を適正に行うことができると認められること(具体的には、障害者の

ための施設の改善、選任の指導員の配置等)又は他の子会社が雇用する障害者の行う業務

に関し、人的関係若しくは営業上の関係が緊密であること。 

④ その他、障害者の雇用の促進及び安定が確実に達成されると認められること。 

 

○ 企業グループ算定特例によるメリット  

グループ内に障害者の就労しやすい業務を行う子会社がある場合、親事業主の責任の下、

当該子会社で障害者雇用を進めることにより、グループ全体での業務効率と障害者雇用を両

立させることができる。 
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「事業協同組合等算定特例」（特定事業主特例）の概要 

 

障害者雇用率制度においては、障害者の雇用機会の確保（法定雇用率＝1.8％）は

個々の事業主（企業）ごとに義務づけられている。 

一方、一定の要件を満たす場合に複数の事業主で実雇用率を通算することができる

制度として、従来の特例子会社制度及び企業グループ適用（関係会社特例）に加え、

平成21年4月より、企業グループ算定特例（関係子会社特例）とともに、事業協同

組合等算定特例（特定事業主特例）が創設された。 

この事業協同組合等算定特例は、中小企業が事業協同組合等を活用して協同事業を

行い、一定の要件を満たすものとして 厚生労働大臣の認定を受けたものについて、

事業協同組合等(特定組合等)とその組合員である中小企業(特定事業主)で実雇用率の

通算が可能となるものである。 

 

 

 

 

 

○ 事業協同組合等算定特例認定の要件  

(1) 事業協同組合等の要件 

① 事業協同組合、水産加工業協同組合、商工組合又は商店街振興組合であること。 

② 規約等に、事業協同組合等が障害者雇用納付金等を徴収された場合に、特定事業主に

おける障害者の雇用状況に応じて、障害者雇用納付金の経費を特定事業主に賦課する旨

の定めがあること。 

③ 事業協同組合等及び特定事業主における障害者の雇用の促進及び安定に関する事業

               
 
 
 
 
 

  

          

 
 
 
 
 
 
 
                      
 

 

 

 

 → 事業協同組合等及び特定事業主で合算して実雇用率を算定 

    平成2３年５月末現在 １件 

事業協同組合等 

〔事業協同組合等算定特例〕 （平成 21 年４月から施行） 

特定事業主 特定事業主 特定事業主 

企業Ａ (雇用

義務数０人) 

企業Ｂ (雇用促進

事業に不参加) 

① 障害者の雇用義務が 
0 人である企業 

② 雇用促進事業には参加 
しない企業 

は、特例の対象外。 

特例の対象となる範囲 

組合員として協同組合等の協同事業に参加 

雇用促進事業に参加 
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(雇用促進事業)を適切に実施するための計画(実施計画)を作成し、この実施計画に従っ

て、障害者の雇用の促進及び安定を確実に達成することができると認められること。 

④ 自ら1人以上の障害者を雇用し、また、雇用する常用労働者に対する雇用障害者の割合

が、20%を超えていること。 

⑤ 自ら雇用する障害者に対して、適切な雇用管理を行うことができると認められること。 

            （具体的には、障害者のための施設の改善、専任の指導員の配置等） 

 (2) 特定事業主の要件 

① 事業協同組合等の組合員であること。 

② 雇用する常用労働者の数が56人以上であること。 

③ 子会社特例、関係会社特例、関係子会社特例又は他の特定事業主特例の認定を受けて

おらず、当該認定に係る子会社、関係会社、関係子会社又は特定事業主でないこと。 

④ 事業協同組合等の行う事業と特定事業主の行う事業との人的関係又は営業上の関係が

緊密であること。（具体的には、特定事業主からの役員派遣等） 

⑤ その規模に応じて、それぞれ次に掲げる数以上の障害者を雇用していること。 

ア 常用労働者数167人未満        要件なし 

イ 常用労働者数167人以上250人未満   障害者1人 

ウ 常用労働者数250人以上300人以下   障害者2人 

 

○ 事業協同組合等算定特例によるメリット  

個々の中小企業では障害者雇用を進めるのに十分な仕事量の確保が困難であるが、事業協同

組合等を活用し、複数の中小企業が共同して障害者の雇用機会を確保することができる。 


